
 

 

 

 

 

 

 

 

中央防災会議 防災対策実行会議 

南海トラフ巨大地震対策検討ワーキンググループ 

第 21回議事録 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



南海トラフ巨大地震対策検討ワーキンググループ（第 21回） 

議事次第 
 

 

                日 時：令和６年 11月５日（火）15:00～16:58 

                場 所：中央合同庁舎８号館 災害本部会議室 

 

 

１．開 会 

 

２．議 事 

・前回（第 20回）ワーキンググループにおける意見等について 

・南海トラフ地震の被害想定について 
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開 会 

 

○藤本（事務局） それでは、ただいまより「南海トラフ巨大地震対策検討ワーキンググループ」

の第21回会合を開催させていただきます。 

 委員の皆様には御多忙の中御出席いただきまして、誠にありがとうございます。 

 私、内閣府防災担当の藤本でございます。どうぞよろしくお願いいたします。 

 本日も前回と同様に、対面とオンラインによるハイブリッドでの会議形式を取らせていただい

ております。ハウリング防止のため、御発言する場合以外はマイクをミュートにしていただきま

すようよろしくお願いいたします。また、対面で御参加の皆様におかれましては、御発言時には

なるべくマイクを近づけて御発言いただきますようよろしくお願いいたします。 

 次に、本日の出欠状況につきまして御報告いたします。 

 田嶋委員、越塚委員は所用により欠席となってございます。 

 濵田委員は所用により欠席のため、代理として三浦謙一様に出席いただいております。渡邉委

員は所用により欠席のため、代理として津末浩治様に御出席いただいております。 

 会議に入ります前に、先日の新内閣発足により防災担当大臣が新たに就任してございますので、

御紹介いたします。 

 坂井学大臣でございます。 

○坂井大臣 どうぞ今後またよろしくお願いいたします。 

○藤本（事務局） それでは、坂井大臣から御挨拶申し上げます。大臣、よろしくお願いいたし

ます。 

 

坂井大臣挨拶 

 

○坂井大臣 立って挨拶をしたいところですが、画面から外れてしまいますので、座ったままで

失礼いたします。 

 今回、南海トラフ巨大地震対策検討ワーキンググループの第21回と聞いておりますが、開催に

あたりまして御挨拶を申し上げます。 

 委員の皆様には日頃から防災政策の推進に御協力をいただきまして、この場をお借りして御礼

申し上げたいと思います。また、大変御多忙の中、これまでのワーキンググループにて貴重な御

意見を賜り、重ねて御礼申し上げます。 

 南海トラフ地震は今後30年以内に70％から80％の確率で発生するとされておりまして、いつ発

生してもおかしくない状況でございます。また、最大クラスの地震が発生した場合の被害想定に

おいては、広い範囲に巨大な津波と強い揺れが想定され、我が国の経済、社会に甚大な影響が及

ぶことが懸念されております。 

 さらに、８月８日に発生いたしました日向灘の地震において、南海トラフ地震臨時情報が運用

開始以降初めて発表されたことに伴い、南海トラフ地震への備えの重要性が一層高まっていると
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ころでもございます。 

 今後、対策の取りまとめまでには多くの検討課題がございますけれども、地方公共団体や国民

の大きな関心、懸念に応えるためにも、委員の皆様の豊富な御経験、そして、深い御見識をもと

に活発な御議論を行っていただきますよう、お願い申し上げたいと思います。 

 委員の皆様方のますますの御健勝を祈念いたしますとともに、今後とも防災政策の推進に御協

力いただくことを改めてお願い申し上げまして、挨拶といたします。どうぞよろしくお願いいた

します。 

○藤本（事務局） ありがとうございました。 

 坂井大臣、古賀副大臣におかれましては、公務のため、ここで御退席されます。 

○坂井大臣 大変申し訳ありませんが、どうぞよろしくお願いいたします。 

（坂井大臣、古賀副大臣退席） 

○藤本（事務局） それでは、報道関係者の方々におかれましても、ここで御退室をお願いいた

します。 

（報道関係者退室） 

○藤本（事務局） 次に、事前に配付しております本日の資料につきまして確認させていただき

ます。 

 まず議事次第、委員名簿、配席表でございます。また、資料につきまして、資料１、非公表資

料１から５がございます。また、参考資料１と、対面で御参加の皆様におかれましては、赤色の

クリアファイルに入ってございますが、非公表回収資料１がございます。 

 毎度のことで恐縮でございますが、赤色のクリアファイルに入っております非公表回収資料に

つきましては、本日の会議終了後に事務局で回収いたしますので、対面で御参加の皆様におかれ

ましては、会議終了後は持ち帰らず卓上に置いたままお帰りくださいますようお願いいたします。 

 また、事前に資料の確認をいただくために郵送させていただきました非公表回収資料につきま

しては、本ワーキンググループ終了後にまとめて返送いただくことを予定しておりますので、取

扱いには十分御注意いただけますと幸いです。 

 また、対面で御参加の皆様におかれましては、卓上にこれまでの議論で既にお配りしました資

料について、水色の紙ファイルにとじまして参考に配付させていただいております。こちらの資

料につきましても、会議終了後は卓上に置いたままにしていただき、お持ち帰りにならないよう

よろしくお願いいたします。 

 資料につきましては以上となります。不足等ございましたら事務局までお知らせいただければ

と思います。 

 それでは、以下の進行は福和主査にお願いしたいと思います。福和主査、よろしくお願いいた

します。 

○福和主査 福和でございます。本日もどうぞよろしくお願い申し上げます。 

 早速、本日の議事に入ってまいりたいと思います。本日は、議事次第にございますとおり、１

つ目が「前回（第20回）ワーキンググループにおける意見等について」、２つ目が「南海トラフ
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地震の被害想定について」でございます。 

 前半、まず、前回第20回のワーキンググループにおける意見などについて事務局から御紹介い

ただき、後半では時間差をおいて発生する地震の定量被害と被害様相について事務局から説明及

び議論をしていただきたいと考えております。 

 まずは１つ目の議題「前回（第20回）ワーキンググループにおける意見等について」、事務局

から資料の説明をお願いいたします。 

 

資料説明 

 

○森久保（事務局） 事務局をしております森久保でございます。本日もどうぞよろしくお願い

いたします。 

 それでは、本題に入ります前に、まず資料１でございます。前回、10月15日に第20回として開

催しました議事要旨の案になってございます。別途メールで御確認の御依頼をさせていただきた

いと思っておりますので、何かお気づきの点がございましたら、御指摘のほどよろしくお願いい

たします。 

 それから、参考資料１でございます。これは前々回、第19回の議事要旨についてでございます。

事務的な確認をさせていただいたものだという認識でございますので、これをもちましてホーム

ページに掲載したいと考えております。 

 それから、非公表資料１でございます。「議論の進め方及び今後のスケジュール」となってい

るA4横の資料でございます。 

 １ページおめくりいただきまして、南海トラフ巨大地震の被害想定項目一覧（案）となってい

るものでございます。左側の３分の２ぐらいが赤で囲まれているところが最大クラスの地震にお

ける被害、それから、右３分の１ぐらいで青で囲まれているところが時間差をおいて発生する地

震における被害ということで、今回、第21回ということで、この右側の時間差をおいて発生する

地震における被害といったものについて、御議論をいただければと考えております。 

 それから、非公表資料２でございます。前回ワーキンググループにおける意見等についてとい

うことで、おめくりいただきますと、２ページ分にわたりまして意見概要と対応方針案を記載し

てございます。委員のお名前も書いておりますが、先ほどの議事要旨の案と同じものでございま

すので、お気づきの点を御指摘いただければ幸いでございます。 

 対応方針案をいろいろ書いてございますが、基本的に今後の作業の中でワーキンググループ報

告書、それから、被害様相のほうに反映していきたいと考えているというものでございます。 

 資料の説明は以上です。 

○福和主査 どうもありがとうございました。 

 ただいまの事務局からの説明について、御質問とか御意見とかがございましたらよろしくお願

いします。 

 よろしいでしょうか。もしも後ほど気づかれた点がありましたら、また御発言いただければと
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思います。 

 それでは、今日の本題に移ってまいりたいと思います。（２）「南海トラフ巨大地震の被害想

定について」でございます。 

 時間差をおいて発生する地震の間接被害及び被害の様相について、まずは事務局から説明をお

願いいたします。 

○森久保（事務局） それでは、非公表資料３を御準備いただければと思います。「時間差をお

いて発生する地震の被害様相作成時の考え方（修正案）」というものでございます。 

 １ページ目、２ページ目は過去に使っているものの復習でございますが、左上に過去の南海ト

ラフ地震の発生状況を記載しておりますけれども、1854年、安政には32時間の時間差で東海地震

と南海地震が発生したということ。それから、1944年と46年には、昭和ですけれども、東南海地

震と南海地震が２年のずれで生じたということで、過去に時間差をおいて発生するというのが32

時間だとか２年といったばらつきを持ちながらも、後発地震が発生するということが起こってい

るということでございます。 

 ２ページ目は半割れの断層モデルということで、計算上用いた考え方を改めてここで掲載して

ございます。 

 ３ページ目以降が作成時の考え方ということで、これも若干重複するところがありますが、重

要なことだと思っておりますので、もう一度御確認をさせていただきます。 

 前提とする考え方でございますけれども、時間差をおいて発生する地震のハザードや発生タイ

ミングは多様だということが前提としてございまして、それを網羅的に想定するということは困

難なのですが、目的として適切な対応による被害軽減を目指すということで、起こり得る様相を

一例として示すものであるということでございますので、そのとおり起こるということではない

という誤解のないようにということは十分留意していきたいと考えております。 

 それから、下半分、それの目的でございますけれども、南海トラフ地震臨時情報だとか、それ

が期限が終わった後も含めてですけれども、後発地震までの時間にいかにして適切な対策・対応

を取るということによって、後発地震の被害を軽減できる可能性があるということでございます

ので、こういうふうに頑張れば被害が減ります、この程度の被害だったらこれぐらいになります

ということで、定量的なものについては極力幅を持たせて、みんなで減らすような方向性で取組

が進むようなものになればということを目指していきたいと考えております。 

 それから、４ページ目でございます。記載のポイントでございます。先ほど申し上げましたと

おり、後発地震がどれぐらいの時間差で発生するのかというのはいろいろパターン、ケースによ

って違うわけでございますけれども、今回、まずタイミングについては２つに分けたいと思って

おります。 

 Ⅰでございますけれども、先発地震から数日後ということで、臨時情報が出た１週間の間に発

生するというケース。あとは、それが切れた後、数年後に発生するといった２つのパターンで分

けて掲載するということで考えております。 

 それから、２つ目の○、記載するポイントでございますけれども、（１）として、先発地震の
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発生後から後発地震発生までの間、その２つの地震の間に起こることとして、先発地震への対応、

例えば先発地震に被災地ではないほうから人を送り込んでいてリソース不足が起こっているとい

ったこととか、あとは後発地震への懸念ということで、経済活動への影響みたいなものを記載す

るというのが（１）。それから、（２）としては、いずれかの期間を置いた後に後発地震が発生

した後の被害について記載するということを大きな内容として考えているということでございま

す。 

 ただ、その際、先発地震の被災地外におけることも書きたいと思っておりますが、どこまでが

被災地かというのはケース・バイ・ケースではあるのですけれども、下の※１のところに書いて

いますが、おおむね震度４程度というところで一応の目安にして、区別して書いていきたいなと

考えているということでございます。 

 右側に目次をつけてございます。（１）が数日後に発生する場合、下に行きまして（２）が一

定程度の期間が済んだ場合ということにしております。 

 Ⅰについては建物被害、人的被害、ライフライン被害等、それから、経済的な被害までを書く

ということにしておりまして、この後に御紹介をさせていただければと思っております。 

 それから、５ページ目でございます。記載のポイントの②ということで書いてございます。先

ほども申し上げましたが、この被害様相を作るという目的が、頑張れば被害が軽減できるという

ことでありますので、被害の軽減要素といったことを書くとともに、直接的な被害については、

先発地震での被害が蓄積されるとか、あとは先発地震対応でリソースが不足してしまうとか、こ

ういったことで被害が拡大する要素と両方があるということに留意しながら備えにつながるよう

な記載を目指していきたいと考えているというのが基本的な考え方でございます。 

 それから、非公表資料４でございます。A4縦でございます。「時間差をおいて発生する地震の

被害想定について」ということで、文章ばかり記載をしているものでございますけれども、これ

が現時点の案になってございまして、今しがた御説明したものの具体的な内容でございます。 

 これもボリュームがあるものですから、代表的なところを御紹介させていただいて、また後ほ

どお気づきの点をメールなりで御指摘いただければと思っております。 

 ４ページ目でございます。「１．建物被害」ということでございます。 

 まず（１）として、先発地震の発生後の被災地外の様相ということで、揺れが震度４程度以下

の地域でも津波が到達するということもございますので、建物が被災を受けるということを書い

ております。 

 それから、（２）後発地震の発生後の被害様相といたしまして、ここでは、数日後ということ

もございますので、先発地震での被害の損傷を受けているというところに加えての揺れというこ

とでございますので、損傷が拡大するということ。それから、耐震性の低い建物は、先発地震で

は倒壊を免れたものであっても後発地震で倒壊する可能性が高くなるということでございます。

それから、液状化についても、先発地震で被害を受けたものについてさらにということでござい

ますので、被害が拡大するというようなことが想定されるということになってございます。 

 右の５ページ目は人的被害ということでございます。 
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 （２）後発地震発生後の被害様相ということで、これも建物被害にリンクするところはござい

ますけれども、被害軽減要素としましては、先発地震が発生して耐震性の高い建物、親戚だとか

知人、あとは避難所等へ事前避難をすることで人的被害が減少するというような対策によって軽

減するという要素と、あとは、建物自体はどうしても損傷の蓄積によって被害が大きくなるので、

そこにとどまっていた場合には死傷者が増加するというような両方のことを書いているというこ

とでございます。 

 津波の被害も同様でございまして、臨時情報によって避難した場合は顕著に軽減されるという

ことでございますけれども、それが伴わなかった場合については被害が発生するというようなこ

とを書いてございます。 

 ６ページ目も同様に、ブロック塀の転倒だとか屋内収容物の移動等といったことを書いてござ

いますけれども、いずれも臨時情報の発表によって軽減につながるような行動を取っていれば、

被害を減少させることができるというようなことを書いているということでございます。 

 それから、９ページ目に行かせていただきまして、ライフライン被害が９ページ以降続くので

すけれども、代表的なものとして上水道についてでございます。 

 （１）先発地震の発生後の被災地以外の様相ということでございますけれども、技術者が避難

する場合においては技術職員が不足するということだとか、あとは３日後の状況のところに書い

ていますけれども、応急復旧、被災地域の応援のために人が派遣されるというようなことを記載

してございます。 

 それから、（２）の後発地震の発生後の被害様相ということで、１日後のところに書いており

ますけれども、被害軽減要素としましては、臨時情報を受けて水道事業者が災害対応体制を維持

しているということから、初動対応が迅速になるということがあり得るのではないかということ。

一方で、拡大要素としましては、後発地震による被害範囲がより広範囲になることで、水道施設

の点検・復旧等の要員・必要部品等が不足する、先発地震への対応に伴う必要部品等の不足も生

じるというような拡大要素もあるのではないかと考えているということでございます。 

 次ページ目以降もライフラインの種類別に記載をしてございますが、おおむね同様なシナリオ

が考えられるかと考えております。 

 それから、45ページ目でございます。「8.1 経済的な被害」ということで、民間部門というこ

とでございます。これは被災地外のところといたしましては、ネガティブ要素がずらずらと並ん

でしまうのですけれども、不動産価格の下落だとか売上げの減少、あとは、海外から港湾への入

港を回避するということによりまして、船舶の輸送が停滞するということだとか、外国人労働者

の帰国が進んで人手不足に拍車がかかるのではないのかとか、後発地震が懸念されている地域で

事業を停止する企業が相次いでサプライチェーンに影響が出るのではないかといったことを書い

ておりますが、防災用品等の売上げが期待されるということも一要素として書いているというこ

とでございます。 

 それから、全国的な影響としても、自粛モードの蔓延に伴って、全体として商業だとか観光業

の売上げが低下するのではないかというようなことも懸念されているということでございますし、
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46ページ目でございますが、様々な機能の停止によってコストが増大になるのではないか。それ

から、輸入に頼っている物品の価格が上昇する。それから、電力使用制限が発生し、生産額が低

下する。それから、金融機関の窓口やATMで現金が不足する。買いだめや転売が発生するといった

ことが考えられるのではないかというようなことを想定しているということでございます。 

 以上が数日後に発生した場合ということでございますが、48、49ページ目が災害発生タイミン

グに応じた被害シナリオということで、先ほどⅡとして１週間以降、数年間の間に起こった場合

ということで、一定程度時間がたったといったときの被害の影響ということでございまして、こ

こは特に数年とかという時間においてどれだけ頑張ったかということに対して幅が出てくるので

はないかと考えております。 

 建物被害は、後ほど定量的な数量の算定も御紹介をさせていただきますけれども、先発地震後

の耐震補強等の取組があまり進まなかった場合は、後発地震によって被害が拡大するといったこ

と。一方で、先発地震で損傷した建物でも、後発地震発生までの間に修復だとか、あとは耐震補

強が完了していれば、後発地震が起こっても被害が軽減できるのではないか。 

 ２つ目の箱として人的被害というのがありますが、これも建物の損傷に追随するような形で軽

減することもできるのではないかと考えております。 

 それから、ライフライン被害におきましては、拡大要素として被害復旧直後に後発地震によっ

て再度被害を受けた場合に、復旧費用を賄うことが困難となり、施設の維持が困難となるおそれ

があるということ。逆に被害軽減要素としましては、耐震補強等が行われれば、後発地震による

被害の軽減につながるのではないかと考えております。 

 それから、一番下、生活への影響ということでございますが、軽減要素としましては、防災意

識が高まり、耐震性が低い住宅の耐震化や家庭内備蓄の向上等が図られれば、在宅避難者が増加

し、自宅外への避難者が減少する。避難所のリソースの逼迫も軽減され、避難所の生活環境も改

善されるといったことを書いてございます。 

 それから、DMAT等の広域応援につきましても、間に十分な体制を整えることによりまして、か

つ先発地震で生じた課題を踏まえてオペレーションの改善を図るといったことによって、後発地

震の被害を軽減することもできるのではないかといったことも期待も込めて書いているというこ

とでございます。 

 その他につきましては、同様の記載も多いということから、ここの場では割愛をさせていただ

きますが、後ほどまた御指摘の点をいただければと思います。 

 続きまして、非公表回収資料１でございます。赤で囲われている資料でございます。 

 表紙が「時間差をおいて発生する地震の被害想定について」ということで、今のは定性的なも

のでございましたが、一部定量化が図れないかということで算出したものの御紹介でございます。 

 １ページ目、揺れによる建物被害、それから、人的被害、津波による人的被害ということでご

ざいますけれども、これも何度かこの場で御議論をさせていただいていて、再修正案となってご

ざいます。 

 左側が先発地震から数日後ということで、先ほどのⅠに相当するところでございますけれども、
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先発地震で半壊となった建物については、後発地震に対する被害率を大きくするという計算の仕

方をしております。 

 右側がⅡに相当するところでございますが、先発地震発生から数年後というところでございま

して、ここの考え方について今回具体化した上で算定をしたものについての御説明になります。 

 まず、先発地震で全壊となった建物については、建て替えもしくは更地のまま放置されている

ということから、後発地震に伴う被害はゼロと仮定したいと思います。 

 一方で、半壊及び半壊未満となった建物については、ケースを２つに分けて今考えておりまし

て、１つ目のケースといたしましては、頑張ったほうですけれども、半壊、半壊未満ともに全て

の建物が耐震化を向上させるということで100％耐震化をした場合、②が頑張りがそれ以下だっ

たという場合でして、半壊した建物については100％耐震化をする。ただし、半壊未満は現状維持

だと仮定したものになっておりまして、差をつけているということでございます。 

 それから、揺れによる人的被害はそれに伴うものですので、今の考え方と同様です。 

 津波による人的被害は、前回までと変えておりませんけれども、頑張ったほうとして、避難意

識が高くて、プラスその場での呼びかけ。それから、違うほうとしては避難意識が低いというこ

とで幅を持たせたということでございます。 

 ２ページ目でございます。建物と人的被害の推計を具体的に示したものでございます。 

 揺れによる全壊というのが表の上にはありますけれども、例えば東半割れの後に紫半割れが起

こる場合として59万4,000という数字があろうかと思います。これが数日後発生した場合という

ことで、ほとんど手だてを打つ間もなく発生するということについては59万4,000ということに

なるのですけれども、下に同様の数字で563,000というのがあるかと思います。これに対しては、

被害が累積されることによって563が594まで増えているということではございますけれども、右

のほうに行きまして、地震発生から数年後ということで、いろいろな準備期間ができた場合につ

いては、先ほど申し上げたとおり、頑張り具合に応じて幅を設けておりますけれども、①半壊、

半壊未満ともに耐震化を進めた場合は８万9,000棟まで減らすことができるのではないか。逆に

②のケースとして、半壊は全て耐震化、半壊未満は現状維持だった場合は55万棟が被災するとい

うことで、差を設けているというようなことになってございます。 

 その２段下、１万3,000と５万7,000というのがありますけれども、津波による死者数も避難意

識が高いプラス呼びかけで１万3,000、避難意識が低いで５万7,000といったことでこれだけ差が

つくことが想定されるのではないかというような想定をしているということでございます。 

 それから、３ページ目でございます。半壊棟数の改修に要する年数ということで、どれだけ改

修ができる建設業界側の能力があるのかということの試算でございます。出典は国土交通省の「建

築着工統計調査」というのがございまして、過去５年間の平均を用いると、年間当たり５万6,000

棟というの着工棟数がございます。それに対しまして、東半割れ、西半割れそれぞれ25万6,000と

か23万8,000棟が対象となるというようなことでございますので、全てが東、西の半壊棟数に関わ

るかどうかというのはあるはあるのですけれども、単純計算として５万6,000で割り算をすると、

それぞれ５年とか４年を要するというようなことになっているということを試しの計算として出
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してみたということにしてございます。 

 ４ページ目は２つの地震が独立して発生した場合の被害ということで、過去の資料の再掲とい

うことで、念のため添付をしたものになってございます。 

 資料の説明は以上でございます。 

 

審議 

 

○どうもありがとうございました。 

 それでは、委員の皆様から御意見、御質問をいただければと思います。 

 ●●委員、お願いいたします。 

○ありがとうございます。●●です。よろしくお願いいたします。 

 郵送していただいた非公表回収資料１、今、最後に御説明していただいたもので、すごくよく

分かりました。後発地震について、数年後という単位で起こった場合には、とにかくいろいろな

対策をして頑張れば軽減することができるというその主張がよく盛り込まれた数字を出していた

だいたと思います。もちろんかなり性善説に頼っているとは思うのですが、そういうことが分か

る数字だと思います。 

 ところが、非公表資料４、A4縦書きになっているものですね。そちらの特に48ページ以降なの

ですが、後発地震が数年後に起こった場合について数ページにわたって書かれています。こちら

のほうは被害軽減と被害拡大が並列して書かれているのです。もちろんそれぞれはそのとおりだ

かもしれませんが、最初の非公表回収資料でうたい上げたような頑張れば軽減できるのだよとい

うメッセージをこの一番最後のところに強く打ち出していただくことがA4縦版の資料をとても生

かす道だと思いますので、その最後のところの立てつけをよろしくお願いしたいと思います。 

 以上です。 

○どうもありがとうございました。 

 事務局、よろしいでしょうか。非公表回収資料１のほうは何とかハード被害を減らすことがで

きるよというようなもので、おそらく分厚いほうの非公表資料４は、特に経済の面も含めてハー

ドではない部分での拡大要素が出てくるというようなことを書かれていると思いますが、ここは

うまく色分けして資料を作っていただくことがポイントなのだと思います。多分経済被害を減ら

そうとすると、事前対策のところにウエートを置かないといけないし、後発のハード被害を減ら

そうということだと、その後の動き方次第というようなところなのかもしれないなと思って聞い

ておりました。ありがとうございます。 

 ●●委員、お願いします。 

○いくつかあるのですが、一番簡単な質問で非公表回収資料１の一番最後のページの「それぞれ

の地震による被害は考慮しない」という意味がよく分からないのですけれども、これは東割れの

ときの地震で、西割れは全く考慮しないという意味ですか。 

○はい。 
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○そうすると、それぞれの地震ではなくて違う地震という意味ですね。 

○そうですね。違うほうの地震ということで、ちょっと分かりにくいですね。 

○違うほうの地震のということで、言葉を。 

○これは他方のという意味ですね。 

○他方のですね。 

 もう一つだけ。今、●●委員がおっしゃったことは非常に私も大賛成で、後発地震の被害想定

をするのは、頑張れば減らすことができるというメッセージが最も重要だと私は思うので、でき

れば縦長のほうの非公表資料４の拡大要素と軽減要素というのは割とランダムに順番がどちらか

というのがあるのですよね。だから、できれば先に減る要素を書く。減る要素が全くないところ

もあるから、それはしようがないですけれども、それで一番最初に頑張らないと減らないよとい

うのはもちろん書く必要がある。つまり、性善説が楽観過ぎると。でも、頑張れば減るというこ

とを前面に出していただきたいなと思います。 

○ありがとうございます。 

 今のことは大事なので、頑張るときもあって、先発地震が起きた後頑張るとここが減るよとい

うことと、それから、先発地震が起きる前に頑張らないとここは減らないよと。だから、先発地

震が起きる前にも頑張れば回避できることがすごくたくさんあるので、両方をぜひ書いておいて

いただければありがたいなと思います。 

 そのほか。●●委員。 

○●●です。 

 今、縦の資料を見ると、何を頑張ったら減るのかというのがまだ分かりにくいと思うので、こ

れを頑張るとこれが減るよとか、そこが多分別の資料で頑張る資料があると思うのですけれども、

どこがどこにひもづくのかというのを分かりやすくするといいのかなと思いました。 

 あと、全部関係するのですけれども、それこそ鉄道とか、おそらく地域によっては復旧しない

という選択を取ることがかなり考えられるのではないかなと思うのですけれども、今のこの資料

だと、基本復旧する。復旧が遅れるとあっても、復旧しないというのはあまり書かれていなかっ

たりするので、考えないといけないことがもう一段あるような気がするのです。その場合には、

やはり事前復興みたいなことを考えておかないと、本当に町のあり方をどうしていくのかという

のを考えていくことがここに直結してくるのではないかと思いますので、そこがリンクするよう

に見えるといいのかなと思いました。 

 以上です。 

○ありがとうございます。 

 だから、先発地震の前にやらなくてはいけないことをきちんと書きましょうということ、それ

から、それぞれの拡大要因については、拡大を阻止するにはどうすればいいかということとか、

減少要因についてはこれをやったから減少するのだよというようなことが明示できるといいとい

うことですよね。資料の書き方をちょっと工夫しないといけないかもしれない。これから導き出

される今後の対策のありようみたいなことにつなげるのでしょうね。ありがとうございます。 
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 ●●委員、お願いします。 

○●●です。 

 御説明ありがとうございました。 

 細かな点になるかもしれませんけれども、質問させてください。非公表回収資料１の３ページ

のところに、半壊棟数の改修に要する年数ということで今入れていただいています。改修を要す

る年数ということで半壊を対象にされているのですが、実際はこれプラス全壊の建物を建設業の

方が新規に造る等になってくるのではないかなと思うのですけれども、このあたりは何かお考え

があってこのような形にされているのでしょうか。 

○事務局の●●です。 

 全壊の部分は先ほどの資料の１ページ目で書いておりますけれども、建て替えないし更地、こ

こで言うと建て替えのところでリソースが当然必要になってきますけれども、ここの全壊の建て

替えに関する要素は入れていないというのが正直なところです。申し訳ありません。ですので、

●●委員から御指摘のあったように、これに全壊の建物を建て替える部分は当然必要になってき

ますので、５年とか４年よりももっと大幅にかかるというのは当然組み込まれるべきかなとは思

いますけれども、まだ数字としては出していないという状況になります。 

○承知いたしました。ありがとうございます。 

 今御指摘のとおり、結局、現状の建設業者の方々、資材等のリソースを何に分配していくかと

いうところで、全壊プラス半壊のところ、両方が対象になっているかなと思いましたのでお聞き

してみました。ありがとうございます。 

 以上です。 

○今の●●委員のおっしゃるところは微妙なところで、全壊に対する手当てをしながら、本当に

半壊に対して東日本大震災の倍頑張れるかというところははてながつく可能性があるので、少し

建設業界の実情をヒアリングしながら、被災した建設業者以外が頑張らないといけないから、ど

のぐらいできるかは慎重に検討が必要かもしれない。 

○東日本大震災の事例を出していただいているのですが、東北のエリアでの被災と今回の南海ト

ラフ地震のエリアでの被災というのは、実際に担い手の建設業の方御自身も被災して、対象のボ

リュームも非常に多くなるので難しいかなとは思ったのですが、参考の数字としては理解できる

なと思って拝見していました。ありがとうございます。 

○ここは多少吟味して、今回まずはトライアルとしてこういう資料の作り方をしてみたので、根

拠資料をもう少し充実しないといけないかもしれないですね。よろしいですか。 

○事務局です。 

 今日はワーキンググループの委員の皆さんにこういうボリューム感だよというのをお伝えする

ためにお示ししましたけれども、最終的に載せるかどうかという点については、まだ今後引き続

き議論が必要かなと。 

○ここに全壊棟数という数字も載せてみると、結構大変かもという可能性はありそうなので、よ

ろしくお願いいたします。こういう資料を作ることはとても大事だと思いますし、どのぐらいの
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期間が必要なのかも大事なので、こういう資料が作られることは大賛成です。 

 次は●●委員、お願いします。 

○ありがとうございます。 

 被害軽減要素を示すことは大切な取り組みであり、ぜひやっていただきたいと思います半壊し

た建物を改修する必要性がある一方で、現在の半壊家屋への支援制度だけでは耐震性能を上げる

には至らないのではないと思います。ですので、家屋の状況に応じどういう制度があれば耐震性

能が向上できるのか、あるいは住民側では、誰がどう頑張れば被害軽減に結びつくのか、行政側

と住民側の双方の取組や、企業の取組などが求められる点を考慮すると、より効果が出るのでは

ないかと思いました。 

 以上です。 

○ありがとうございます。 

 これも的確な御意見なので、まずは半壊であることを早く認定しなくてはいけなくて、次に、

いち早くそれを直すための助成制度、今、半壊は多少助成が少なめなので、そこのハードルを下

げることで、少しでも建設業界の力を早くに生かせるようにするにはどうすればいいか。●●委

員、そういう感じですよね。 

○まさにおっしゃるとおりです。半壊の方にも支援制度を手厚くしていただけるといいのではな

いかと思います。 

○結局は、我々が持っているリソースをいかに短い期間で費やして、早く復旧に近い形にするか

なので、そこの知恵を出しましょうということかと思います。答えを見つけるの大変そうですけ

れども、とにかくどこがボトルネックになっているかはこれまでの災害で分かっているので、そ

れはリスティングが必要かと思います。ありがとうございます。 

 ●●委員、お願いします。 

○●●です。 

 コメントと質問です。 

 まず質問のほうなのですけれども、お送りいただいた非公表回収資料１の２ページ目の後発地

震による被害の数字に関して教えてください。揺れによる全壊、揺れによる死者、津波による死

者なのですけれども、東半割れから西半割れ、西半割れから東半割れのパターンがそれぞれ示さ

れていますが、西半割れが先行するほうが東半割れより被害が大きくなる傾向がありますが、こ

れはどうしてかというのを御教示いただければと思います。 

○●●委員、もともと東のほうが被害が大きいので、これは後発地震の被害だけなのです。東半

割れのほうが西半割れよりも単独で起きたときも大きいですよね。それが表れている。 

○それが表れているという理解でいいのですね。分かりました。確認です。 

 あと、私もやはり頑張ったら被害を減らせるということについては、メッセージとしてこの被

害想定の中で、できれば冒頭あたりで強くメッセージとして出していくべきだと考えました。 

 あと、もう一つ強調しておいたほうがいいかなと思うのは、この被害想定を公表する際に、こ

ちらにも書いてありますが、様々な時間差発生のパターンがあり得ること、つまり、これはあく
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まで起こり得る一例で幅があるのだということについては、この数字だけが唯一絶対のものでは

ないのだということをぜひ強調していただきたいなと思います。 

 最後、コメントですが、先ほど来皆様からもお話がありますけれども、やはり先発地震後の被

災地、被災地外の耐震性向上というのは、実際的に誰がどのようにして行うのか、それはあくま

で個人に委ねられるのか、それともある程度公共的な手当てがなされるのか。それについてはお

そらくこのワーキンググループのほうで検討すべきことだと思いますので、ひとつ申し上げてお

きたいと思います。 

 以上です。 

○ありがとうございます。 

 まずはいろいろなパターンがあるというか、それはぜひ書いていただければと思います。 

○先ほど説明を割愛してしまったのであれだったのですけれども、非公表資料４の冒頭に作成時

の考え方というのがありまして、２ページ目の一番上で頑張れば被害が軽減できるというような

ことで対策を促したいということが書いてあることと、次の３ページ目に行きまして、一例だと

いうことで、別の資料では書いてはあるのですが、いま一度それがどうしたらより伝わるかとい

うことは考えていきたいなと考えております。 

○書いてあるのは読みました。具体的には記者説明等をする際にやはりそこはとても大事だと思

いますので、強調して御説明いただけるといいなと思いました。 

 以上です。 

○ありがとうございます。 

 先ほどのお金の出し方はなかなか難しいと思って聞いていたのですけれども、本当は事前にお

金を入れるほうが圧倒的に安くて被害も減るというのは明快に結論がついていると思うのですけ

れども、それを全面的にやれるかどうかというのは決断が必要になってきますから、そういうこ

とも頭の中に入れながら、事前だったらこのぐらいのお金を入れればこのぐらい全部直ってしま

う。事後だと一軒全壊を直すのにこのぐらいかかるし、半壊だとこのぐらいお金がかかるという

のは、本当はできれば数字として出ていると事前防災は一気に進むので、これは事務局には期待

していますというボールを投げたいと思っています。 

 ●●委員、お願いします。 

○言いたいことはいっぱいあるのですけれども、今のに関連して、さっき事務局が出した５年か

かるとか４年かかるという数字は、はっきり言って単に間に合わないという数字なのですよ。こ

んなに半壊が多かったら、数年以内に来るものに対して、２日後は間に合わないのだけれども、

４～５年後だって間に合わないという数字なので、これは先発地震が起きた後に一生懸命耐震化

したのでは間に合いませんよということを単に言っているだけの数字なので、それを四の五の言

う必要はないです。だから、全壊が何棟あって、半壊が何棟あって、到底間に合わないですよと

いうことをはっきり数字でも何でも言って、だから、おっしゃっているように次の地震が来る前

にきちんと耐震化を進めていなければならない。仮に100％耐震化するというのは、だって10年前

に言ったのですからね。10年前に100％耐震化すれば５分の１になるという努力目標を掲げたぐ
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らいなのですから、それをもっと明確に言うべきだったと思います。 

 ちょっと違うことを言ってしまったのですけれども、もっと重要なことは、今回の非公表資料

３で考え方をきちんと整理していただいたので、非常によくなったと思います。つまり、３ペー

ジ目で前提とする考え方と時間差の様相を示す目的というのをこういうふうに書いていただいて

います。ただ、現在の南海トラフ地震臨時情報のときには、先発地震が起きたときには最大クラ

スの地震が起きる可能性もあると言っているわけです。だから、これはあくまでも半割れで残り

が割れたときにどうなるかという話をここでやっているだけなのです。 

 当たり前ですけれども、半割れとか一部割れのあった後に全割れがあったら、被害はものすご

く大きくなるわけで、最大クラスの地震プラス最初の先発地震の被害がある。それは明確にどこ

かに書いていただく。ただ、最大クラスの地震が時間差をおいて起きた。だから、２ページ目に

あるとおりなのですけれども、最大クラスの地震の強震動生成域とか津波が一回で起きたのでは

なくて、これを２日に分けて全体が割れた。それから２年で割れたという話を今しているだけな

のです。でも、少なくとも2019年につくったスキームでは、最大クラスの地震がやはり起きる。

起きる前に何か被害が出るような地震も起きる場合があるということを忘れずに最初のところに

ばーんと書いて、そのときは一回で起きるだけではなくて、被害が大きくなるに決まっているわ

けです。ただ、最大クラスの地震が幸いにして２回に分割されたときには、２回に分けたから足

し算すると同じになるわけではなくて、実は被害が少なくなる。理由は、物理的にもそうなので

すけれども、つまり、揺れる面積とかはね。同時に社会がきちんと備えるということによって少

なくなって、その両方の面があると私は思っていますので、それを少し明確に書いていく必要が

あるかなと思います。 

 以上です。もう一つあるけれども、後で。 

○分かりました。 

 では、今の話は、まずは津波の高さは最大クラスがもう一回来るとぐっと高くなるけれども、

みんなが適切に避難すれば人数が減るというセオリーをきちんと書いておくということですね。

ありがとうございます。 

 ●●委員がお待ちなので、先に●●委員、お願いします。 

○チャットにも書き込んで、今の●●委員と同じことなのですけれども、数字で今回５年という

のが、どの程度出すかは問題としても、間に合わないのでやはり事前にどれだけまちづくりが大

切かということをしっかり強調しないと伝わらないなということで、個々人が今の自分の住んで

いるところで適時耐震化を進めるよりも、地域全体として集団で防災の安全なところに移ったり、

あるいはかさ上げをしたり、そういうことが必要な地域もありますので、やはり個々人がどんど

ん進めるために補助金を出しますよという以上に、地域に防災計画をしっかりつくってください

ということを先に強く経済的あるいは技術的に支援すべきだなと思いました。 

 以上です。 

○ありがとうございます。 

 地域主体でちゃんと動いてもらう形に持っていきましょうということでいいでしょうか。とに
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かく事前対策を進めない限り厳しいので、それが動くように誘導すればいいかを書く必要がある

と思います。 

 そのほかいかがでしょうか。 

 では、まだ●●委員がもう一つ残っているようであれば、先に●●委員から。 

○それで、縦長の資料４に書かれているのですけれども、今、臨時情報を出すという前提で物事

は全部進んでいますが、できれば臨時情報の仕組みがあってもなくても関係なくこうなるという

話と、臨時情報が出ることによって割とセンシティブに増えたり減ったり、減ることを目指して

いるのですけれども、そういうことが、明確に分けて書く必要はないのかもしれませんが、読む

人が読めば分かるようにちゃんと項目を分けて書いたほうがいいのです。つまり、極端に言うと、

臨時情報を出すという仕組みがあってもなくても被害が少なくなる場合と多くなる場合があるけ

れども、そのときに、臨時情報を出すことによってより一層効果が出るものがどれかというのは

ちゃんと分かるような書き方に最初からしておけば、その部分を臨時情報を出すことによってこ

れだけ効果がありましたよというのをちゃんと拾って表にできるように最初からしておいていた

だくといいかなと思います。臨時情報は出ても出なくても結局同じということも当然ありますか

ら、それはそれで構わないと思いますけれども、そこは最後にまとめるときにこの非公表資料４

は重要なデータになりますから、そういうふうに作っていただくといいかなと思います。 

 以上です。 

○おっしゃるとおりですから、特に事前避難対象地域の指定は大きく人的支援を減らしますから。 

○だから、ここに事前避難対象の地域というのがあるでしょう。だから、そういうことはきちん

と。 

○ぜひ記述いただければと思います。ありがとうございます。 

 ●●委員。 

○今のに関係してなのですけれども、多分臨時情報がうまく働く場合と働かない場合があると思

うのです。そのとき、臨時情報を出す側としての最悪のシナリオと、臨時情報が最も効果的に効

く場合と、そういうのも両方見えておくといいのかなという気はしました。 

○それもちょっと努力しましょうか。それから、臨時情報が出る前とか、あるいは巨大地震警戒

が出るまでの一番切迫している時間帯のことも頭の中に入れておかないといけないので、そこは

まだ課題として残っているわけですよね。 

○おそらく今回の巨大地震注意のときでも、この情報はどういう意図を持って、働かないことも

あるというか、どういう状況があって、どういう状況があってという幅のある考え方が必要なも

のであるというところも多分理解がされていないので、そこは大きな批判を生んだりというとこ

ろにもつながっているような気がするので。 

○多分それは次回主に議論しないといけないので、次回もう一回それを強く言っていただきたく。

今日は取りあえず時間差をもって２つの地震が起きることを前提にしているので。 

○でも、その場合でもすごく効果的に狙ったとおりということもあれば、そうでない場合もある

と思うので、それは両方のシナリオが見えているほうが分かりやすいかなと。 
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○ありがとうございます。 

 そのほか、今、手が挙がっている方は。 

○●●委員からチャットにメッセージが。 

○●●委員、もしもコメントできるようだったらお願いできますか。 

 ４時までとおっしゃっていたので、退出されたかもしれない。 

 読み上げますね。次の会議がありまして抜けなければなりませんので、チャットにコメントい

たします。非公表資料４につきまして、13ページ、通信の部分について、電話やメールでのコミ

ュニケーションに関する状況が中心になっていることが気になりました。情報が入手しにくい状

況となる通信インフラを利用する業務に支障を来すことも重要な点かと思います。能登半島地震

では通信がつながらず、最も困ったことは情報が入手できないこととおっしゃっていた住民の方

が複数いらっしゃいました。上記に限らず、誰を中心とした状況を述べているのか混在している

部分がありますので、今後整理が必要かと思います。設備復旧が中心となっている記述に見えま

すので、利用者にとってどのような支障が出るのかが分かりやすい記述になるとよいかと思いま

す。 

 例えば以下でたくさん書いてあるので、例えば以下は後ほど読んでいただくことにして、どの

ような状況になるかをはっきりと伝えることで、事前に何をすればよいか分かりやすくなると存

じます。どのような状況になるか分からないところが大きいとは思いますが、それでも状況を想

像しやすくするような工夫があるとよいと思いました。 

 とても細かい点ですが、13ページ、地震直後の状況につきまして、メールや主要SNSの通信量も

増大し、サーバーふくそうが起きるのかどうかは少し疑問です。正確性を期すために、通信会社

の方に確認するか、つながりにくくなる可能性があるぐらいの表現にするのはいかがでしょうか。 

 ということで、以上、いずれも的確なコメントをいただいていると思いますので、事務局のほ

うで反映いただければと思います。 

 そのほか、手が挙がっている方は。 

 ●●委員、お願いします。 

○これは質問ではなくてコメントというか、事務局が既に説明しているのですけれども、駄目押

しで申し上げます。 

 非公表回収資料１の２ページ目を見ていただくとよく分かるのですけれども、今、２度起きる

地震、時間差をおいて発生する地震の話をしているときに、基本は参考と書いてある下の表なの

です。最大クラスの地震が起きるときには右側の合計というのがあって、これで揺れの全壊が128

万棟あるというのが今後というか最大クラスが起きる。これが一遍に割れないで東と西を独立に

それぞれ割ると、左側に書いてあることなのです。だから、建物は、ちょっと違うけれども、簡

単に言うと西が割れるというだけのときと東が割れるというだけのときを足し算すると、大体最

大クラスになる。ちょっと違うけれども、大体です。 

 ちょっと違うのは、ちょっと小さくなるのです。ここが私はポイントだと思います。これは時

間差とか最初に被害があったので、損傷を受けて壊れやすくなる。そういうことは全く考えない
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とこうなりますよという話です。でも、津波は全然小さくなるわけです。津波は西側だけと東側

だけで、死者の合計は９万5,000人で、１回にあると21万人になる。これはなぜかというと、大き

な地震のときには圧倒的に津波が高くなる、ハザードが大きくなる。つまり、一遍で割れないで

半分にしてくれると、津波については本質的に小さくなるわけです。だから、２度になっても、

実は人にとっては幸運なことである。 

 さらに上のほうを見ると、時間差があったときにどうなるかというと、ちょっとずつ減るので

す。ちょっとずつ減るのは、１回目のときに逃げなくてはいけないと思った人が増えるというよ

うな話で、でも、それもそう楽観できないよというのは、●●委員が何回か前に主張されたこと

で、それで悪いほうに行ってもやはり減る。これが重要なことなのです。でも、これは最初に申

し上げたように、あくまで最大クラスの地震が２回に分けて起きるとそうなるよという話であっ

て、最大クラスはやはり最大クラスとして起きるのであれば、最大クラスの被害とその前に起き

たものの被害だから、圧倒的に数は増えるわけです。そこはきちんと理解しなければいけないの

で、２度に分けたら減りますよというのは、何となくみんな分かっていないのですよね。何で減

るのかと言ったら、それは当たり前で、小分けにしてやっただけなのだから減るのだと。けれど

も、最大クラスが起きるのだということはやはり当然で、最大クラスの被害想定を当然しますか

ら、それは減ることはないよと。でも、運がいいと２度に分けると減る。そのときに、時間差が

あるのだから、やれることが少し増えるのだと。それを頑張りましょうというメッセージに私は

ぜひしていただきたいなと思います。余計なこともいっぱい言いましたが、これが言いたいこと

です。 

 以上です。 

○よろしいですか。 

 ●●委員、お願いします。 

○●●委員、ありがとうございます。 

 今、非公表資料４について拝見している中で、例えば教育に関する記述というのが必要ないか

なと思ったところです。こういう状況になると、やはり児童、生徒等の学校教育へも非常に影響

があるのではないかなと思って、学校というキーワードで検索したところ、帰宅困難者の対応の

ところのみにしか学校というキーワードがなかったです。ただ、やはり子供たちだとか、貴重な

就学の機会、そのときにしか勉強できない子供たちの何らかの影響というのがあるのではないか

なと思いましたので、その他の影響だとか、どこかにそういったことも記述いただいたらどうか

なと思った次第です。 

 以上です。 

○ありがとうございます。教育の問題を追加しましょうと。よろしいですか。ただ、定量評価に

はならないので、定性的なところとして工夫をするということになるかと思います。 

○ありがとうございます。 

○だから、教育そのものの維持ということと、それから、一方で本当は教育を通した国民の行動

をきちんとさせるとか、そこに関わってくるとメディアの話とか、そういったものが加わってく
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るので、それはここというよりはもう少し定性的なところかなという気はします。ワーキンググ

ループの報告書側かもしれないね。 

○事務局の●●です。 

 目次で今のところ１ポツから８ポツまでありますけれども、今の●●委員からの御指摘の教育

の部分、学校の部分をどの項目に入れるかというのは持ち帰り、検討させていただきたいと思い

ます。 

○でも、シナリオだから必要かもしれないですね。 

○あと、●●委員から今お話のあったメディアの役割とかそういった話は、報道機関がしっかり

やれというお話かとも思いますので、その部分は様相というよりは報告書本文のほうでメディア

は非常に重要な役割であるという旨を記載できればいいかなと思った次第です。 

○ありがとうございます。 

 一通り皆さん意見を伺えたと思うのですが、まだ御発言されていない委員の方で発言いただけ

る方がいらっしゃいましたら、挙手いただければと思います。いかがでしょうか。 

 よろしいでしょうか。 

 そうしましたら、時間差をおいて発生する地震の被害想定については一旦ここで議論を終えさ

せていただいて、次の議論に移ってまいりたいと思います。 

 次は、非公表資料５の被害様相の横断的整理についての御報告になります。事務局のほうから

御説明いただければと思います。 

 

資料説明 

 

○森久保（事務局） それでは、非公表資料５でございます。「被害様相の横断的整理（案）」

となってございます。 

 これも今回の報告書から新たな取組として、横断的にそれぞれ相互に関連するところがいろい

ろあるということだとか、あとは主体別に断面で整理したほうがその人にとって分かりやすいの

ではないかといったことがあったことから、新たな試みとして今回作業をしたものになってござ

います。 

 ２ページ目がそれに関連する今までにいただいた主な御意見となっておりまして、住民や企業

とかは何に備えればいいのかとか、影響を受ける事項や取るべき防災・減災対策等の主体を明記

する必要がある。主体の明確さという話は先ほどもございました。 

 それから、一般的な地震によるものと南海トラフ地震特有のもの、被災地共通のものと地域固

有のもの、これらをうまく区別する必要があるということで、場所に応じたシナリオ、そういっ

たものも前回も御紹介しましたが、これも改めて整理をしていますということ。 

 それから、我が事感を持って、主体間の連携や関係性を認識してもらうために主語を明確にし

ておく必要がある。これも主語の話でございます。 

 それから、経済面での海外への影響や、被災時の外国人のケアは非常に重要、防災対策として
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もまとまった形で打ち出していく必要があるということ。 

 それから、共通的な事項を見落としてしまうおそれがあるから工夫が必要だというようなこと

も踏まえて、これらの解決策の一つとして横断的な整理をしたいなと考えているものでございま

す。 

 ３ページ目が位置づけというものでございます。これも今まで何度か御質問があったので、改

めて最終成果というようなことでまとめておりますけれども、まず本文があって、それから、別

冊といたしまして最大クラス時における被害想定ということで定量的なもの。それから、定性的

ないわゆる被害様相と言っているものがあるということ。それから、今回新規ですけれども、別

の別冊として時間差をおいて発生する地震ということで、今回やっているものの定量的なもの、

定性的なものということです。 

 それから、矢印があって、通常こういう報告書はボリュームが多くなるものですから、概要と

いうものを当然作るということに加えて、同じく参考資料的に、中身としては再掲になるものが

多いかと思いますけれども、横断的な整理として改めて別の切り口で整理をするといった位置づ

けの資料を今回たたき台としてお示しするというものでございます。 

 ４ページ目でございます。整理方法といたしまして、幾つかの切り口がございます。まずタイ

ムライン整理ということで、時系列的に言うと４つの段階かなと考えておりまして、発災から24

時間までの初動段階、それから、１週間までの応急段階、それから、１か月後までの復旧段階、

それから、それより先の復興段階ということで４つのステージに分けたということになっている

というのが１つ目。 

 それから、主体別の整理といたしまして３つ考えられるかと考えておりまして、誰にでも起こ

り得ることということで一般的なこと。それから、外国人だとか旅行者といったほかからたまた

ま来ていた人。それから、行政として被災自治体、応援自治体ということで公的機関を取り巻く

様相という３つの切り口でお示ししているということでございます。 

 最後、また切り口が違いますけれども、場面整理といたしまして、これも前回御紹介いたしま

したが、大都市圏、ゼロメートル地帯、工業地帯だとか港湾、中山間地域、半島・離島、それか

ら、被災地内外の主要産業への影響という切り口でも相互の関連性を整理できないかといった試

みを今回しているということでございます。 

 ５ページ目でございます。主体で言うところの誰にでも起こり得るというようなところでござ

います。縦にフェーズが出ておりまして、初動段階、応急段階、復旧、復興ということ。それか

ら、横軸ですけれどもライフラインだとか交通インフラだとか、要因別に何が起きるかというこ

とを並べているということになっております。 

 一般化したものを左側に被災者を取り巻く様相ということで書いておりますけれども、初動段

階としましては、多数の建物被害が発生するだとか、被害避難者も多数発生する。それから、避

難者や帰宅困難者の発生、医療機能への支障、物資不足、企業の事業継続困難等、幅広い影響が

生じるということを書いてございます。具体的にはライフライン別とか交通インフラ別にまた書

き分けたものが右のほうになっております。 
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 それから、下に行きまして、応急段階といたしまして、自宅外へ避難する人が増加する。それ

から、非常用発電機の燃料が切れた場合には支障が拡大・長期化する。災害関連死が生じる。 

 それから、復旧段階といたしましては、計画停電の影響や、施工業者の不足等により機能支障

が継続する。広域的な避難も生じる。 

 最後、復興段階といたしましては、大きな被害を受けた場所では復旧に長時間を有するという

こと。それから、住民で言っても避難が長期化するということ。そういったものがあるのではな

いかということ。それから、災害廃棄物の処理も長期化し、市街地・地域の復旧・復興に時間が

かかるということで、我が国の国際経済力の低下にもつながるといったことで一般的なことを書

いているというのが５ページ目でございます。 

 それから、６ページ目、今度は主体が外国人・旅行者にスポットライトを当てたものになって

ございます。たまたまそこにいた人だということでございますので、大量の帰宅困難者になって

しまうということ。その中で、特にその場所に不慣れな外国人や旅行者も含まれていることから、

混乱に拍車がかかるのではないかということ。それから、地理的に不案内な観光客がいたり、避

難誘導が日本語を理解できなかったりしたということがあったり、あとはそもそも津波という事

象に対する知識が少ない外国人がいるということも想定されることから、避難行動を取れずに津

波に巻き込まれるおそれがほかの主体よりも高まるリスクがあるということが考えられるのでは

ないかということにしてございます。それから、下のほうに行きまして、外国公館が自国民の旅

行者・居住者を十分に把握し切れず、必要な支援を受けられない可能性があるのではないかとい

ったこと。 

 それから、応急段階に行きまして、生活習慣の違いもあり、避難生活の中で精神的なダメージ

を受ける人も発生するのではないかという特徴的なことを切り出してきたということでございま

す。 

 それから、７ページ目、今度は被災自治体と応援自治体ということで、応援、受援両方の自治

体ということでございます。 

 初動段階といたしましては、庁舎が使用困難になる。それから、災害応急対策が混乱する。災

害状況が把握できていないほか、住民への情報提供手段も限定される。他地域からの救援活動の

ための自動車乗り入れが限られるといったことなどが考えられるのではないかと考えております。 

 それから、応急段階におきましては、消火活動に限界が生じ、延焼が拡大する。それから、停

電と通信の途絶の影響を受け、被災状況や府県と市町村の間の支援の調整に時間がかかる。それ

から、病院ですけれども、非常用電源が配備されている施設以外は治療が困難になるといったこ

となどが考えられるのではないかということでここに記載をしているということでございます。 

 それから、８ページ目以降、今度は場面別ということでございます。 

 １つ目、大都市の中心市街地ということでございます。一般的な被害と繰り返しになるところ

が多々ございますけれども、例えば２段目の応急段階におきましては、建物被害や交通ライフラ

イン被害に伴い、立地する企業の本社機能が多いということから、それが喪失することで様々な

影響が拡大するのではないかというようなことだとか、あとは一番下ですけれども、本社機能の
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ダメージによって日本経済全体の停滞につながるのではないかといったことを書いているという

ことでございます。 

 横軸は同様に建物の被害、ライフライン被害、交通インフラ被害、避難生活・医療リソース不

足といった軸にしてございます。 

 それから、９ページ目でございます。今度はゼロメートル地帯ということでございます。これ

も特徴的なことといたしましては、広範囲の浸水による影響として、多数の逃げ遅れた方による

死傷者が出るのではないかというようなことだとか、あとは取り残された避難ビルで生き延びた

人がいたとしても、救助に困難が生じるのではないか。 

 それから、２段目の応急段階といたしましては、長期化することによって、交通インフラの長

期停止やそれに伴う物資輸送等が困難になるのではないか。 

 それから、復旧段階も、長期化することによって災害関連死が増えるのではないか。それから、

人口流出につながるのではないか。 

 それから、復興段階といたしましても、長期化することによってサプライチェーンの影響によ

って日本経済全体にも影響が出てくるのではないかといった懸念をここに示してございます。 

 それから、10ページ目が沿岸部の工業地帯だとか、あとは主要港湾の様相ということでござい

ます。貿易の中心地であるということから、物流機能や生産機能が著しく低下するということだ

とか、あとは製油所や輸送場も沿岸部に多く立地しているということから、それの被災、それか

ら、新たに入ってくる輸入が困難になるということから、燃料不足が生じるのではないかといっ

た懸念をここに示しているということでございます。 

 それから、11ページ目が中山間地域、半島・離島ということでございます。上から行きますと、

高齢化や人口減少が他地域よりも顕著だということから、建物・人的被害の率が高くなるのでは

ないか。それから、代替施設がないということから、被災の影響が致命的になる可能性があるの

ではないかというようなことが書いてあります。 

 また、応急段階といたしましても、当該地域でのリソースの制約が大きくなるということもご

ざいますので、生活に必要な施設も限定的だということから、復旧に時間を要する可能性がある

ということにしてございます。 

 それから、復興段階まで飛びますと、復旧のコスト等に鑑み、集団移転等の検討が必要になる

ということがあり、また、それも含めて近郊の都市部に人口が流出するということから、地域の

衰退が急速に進行するおそれがあるといったことが特徴的なものとしてあるのかなということで

記載をしてございます。 

 最後、12ページ目でございます。被災地内外の主な産業ということでございますけれども、被

災地外であったとしても、全体的なサプライチェーンの寸断によりまして影響が広範囲に及ぶと

いうことが書いてありまして、特に復旧段階におきましては、ダイヤモンド構造やサプライチェ

ーンにより被災企業の影響が広範囲に影響する。それから、最終製品の生産性が低下する。ひい

ては貿易赤字、産業の空洞化、観光の打撃といったものまでが関連することによって考えられる

のではないかというようなことを被災地内外という切り口で改めて再掲という形で整理してみた
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というものになっている資料のたたき台の御紹介でございましたので、御意見を賜れればと思い

ます。 

 以上です。 

 

審議 

 

○どうもありがとうございました。 

 今回初めてこういった形で整理をすることで、多くの人たちに当事者意識を持ってもらって対

策をしていただきたいという趣旨です。 

 初めての試みですから、皆さんいろいろな御意見があると思いますが、この議論は今日で終わ

りなのでしたか。前回フロー図が出てきていて、今回こういう雰囲気でまとめていきましょうと

いうことで、今日御意見をいただいた上で、２回後のときの間接被害の３回目のときに最終的に

これを作るということでいいですか。それとも、今日が議論の主体の日ですか。それによって、

皆さん、これに全部目を通そうとすると意外と大変なので。 

○できましたら、お気づきの点は早めにと思いますので、今日いただければと思いますが、今日

以降も報告書の一部としてこの場には上げたいと。 

○これを作り上げていくということでよろしいですね。 

 そうすると、今日まずは皆さんに御意見をいただいた上で、足りない部分はメールとかも含め

てこういうことを記述してほしいと言っていただければと思います。おそらくこれと前回お見せ

いただいたフロー図がセットで作られると思っていればいいですよね。これは、基本は最大クラ

スの地震が一回起きることを前提に今は書いていらっしゃっていて、２つの地震が時間差をおい

て起きるときについては、同様のものは今のところは作る予定ではないという予定なのですね。 

○はい。今は。 

○一応今の事務局のもくろみは今のようなことであると思います。 

 では、順に御意見をいただきたいと思います。まず、私が見ている順番で、●●委員からお願

いいたします。 

○ありがとうございます。 

 今回非常によく整理ができていて、本当にいろいろ頭の中がすっきりしてきたと思います。 

 特に気がついたところで、６ページの外国人・旅行者のシナリオというところなのですが、全

ての主体に関係することですけれども、情報発信というところを特に外国人・旅行者については

注意する必要があるなと思っています。ここのところに情報等の入手も困難になると書かれてい

て、そうしますと、恐怖であったり混乱、情報が不足すると、誤った情報が出されたり、あるい

は過激な情報が出てきたり、最悪フェイクニュースということもほかの国でもたくさん発信され

るという可能性が高いわけです。そうしますと、長期的に１週間で収まらずに１か月、それ以上

にわたって、福島の原発事故のように長期にわたって旅行者がほとんど来なくなるというような

状況も生まれやすいので、一回こういったところで、そういったフェイクニュースだったり誤情
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報が特に発信されやすいので、そういったところを注意しなければいけないというところは書い

ていただいたほうがいいのかなと思いました。 

 あと、８ページの大都市のところなのですが、復興の段階で、多数の会社が本社機能を喪失し

た場合、経済的な停滞に陥るというのは、私は大都市の場合にはそこまで大きくはないのかなと

思っていて、ただ、BCPの策定と運用が不十分な会社が機能を喪失して経済的な停滞に陥る可能性

があるぐらいで、大都市の場合は日本の大企業の方々はかなりBCPをしっかりやっていらっしゃ

るので、そこはそこを書いていただいたほうがいいのかなと思いました。 

 以上です。 

○どうもありがとうございます。 

 いずれもよろしいですよね。では、今のことを踏まえて次回資料を改訂していきたいと思いま

す。 

 次が●●委員、お願いします。 

○●●でございます。 

 少し気になっていること、前々から気になっているのですけれども、地方部に行きますと、昨

日まで出張に行っていたのですけれども、そういったところで住民の方々と話をしていると、大

規模な広域的な災害が起こったとき、どうせこんなところには救援はこないからみたいなことを

おっしゃる。非常にそういった面を心配しておられると思うのです。 

 能登半島の状況などを見ていても、あの場合は入れなかったというのもあるのですけれども、

地方部において広域、大規模な災害が起こった場合、特に救助・救命が大都市とか交通アクセス

のよいところに集中して、地方部には来ないのではないのかというようなことを大変心配してお

られるという現状があります。 

 これまでの検討の中に、救助・救命というのは黄金の72時間なんていうふうにも言いますけれ

ども、各地域で救助・救命に係る人的リソースの投入というのがどうなっているのか、地元の消

防はどこにもいるかもしれませんけれども、特に地方部に行くとそれも高齢化していたり少なか

ったりというような状況があり、そこに警察や自衛隊などを加味していったときに、どういう被

災のレベルのときに、また、どういう分布のときにどういうふうに人的リソースが投入できるの

か、その分布はどうなるのかというようなこと、これはなかなかセンシティブなところもあると

は思うのです。ですけれども、地方の方々はどうせここには来ないからみたいなことを心配して

おられるのです。だけれども、この投入の仕方によって、72時間の間にどれだけ人が救えるのか

とか、割と初動から応急、１週間とは言いませんけれども、最初の２～３日の間に瓦礫の下から

どれだけ人を助けられるかみたいなところというのは、人的被害に非常に大きく影響してくるの

ではないのかなという観点から言うと、このあたりの検討が十分になされていないのではないの

かなというような気がいたします。なかなか明確にすることが厳しい話題なのかもしれませんけ

れども、自衛隊だって人数が限られているわけですし、地元の消防といってもかなり高齢化して

いたり、いろいろな状況があるものですから、救助・救命に関わるところのヒューマンリソース

数がどうなっているのかというような部分からの検討は少し入れたほうがいいのではないのかな
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という気がいたしますが、いかがでしょうか。 

○どうもありがとうございます。 

 これは以前からの懸案事項で、限られたリソースの中でどう優先順位をつけていくかというこ

との検討の一環だと思いますから、今回のこのシナリオにかかわらず、全体の報告書の中では最

も重要なことだと思いますから、どういう形で記述していくかは少し事務局のほうでお考えいた

だく必要はあるかなと思ってます。 

 今回も主体のところで、人については１つになってしまっているのですけれども、多分都会の

生活者と少し過疎化しているところの生活者では、少しタイムラインそのものも異なる可能性が

あるかなという気がしなくもありません。初動のところの期間がどうしても時間差があるような

気がしてならなくて、それから、復旧期の時間もおそらく地域差が出る気がしていて、それはあ

からさまに書きにくそうであるというのもよく分かるので、そのあたりをどういうふうに報告書

の中に盛り込むかは工夫しないといけないと思っています。この表で書いてしまうとストレート

過ぎるのかもしれないし。 

 事務局のほうから。 

○おっしゃる御指摘はごもっともだと思います。一方で、今回ワーキンググループをやっていて、

最終的には基本計画というようなことになるのですけれども、基本計画以外にもいくつかの計画

があって、具体の対処をあらかじめ定めておくような計画もあったりしますので、いろいろな計

画体系の中でどこら辺でそこらへんを具体化していくのかというところについては、全体の中で

検討してきたいと思います。 

○我々としては、活動要領を検討するときに、忘れられないように課題として書いておくという

のが多分大事な視点かなという感じはしています。 

 では、次でよろしいでしょうか。●●委員、お願いします。 

○●●です。ありがとうございます。 

 今回の横断的整理というのがとても分かりやすく、もし私がこの大量の文書をいただいたらこ

こから読むのではないかと思うぐらい分かりやすいと思いました。 

 この全体をデジタルでもし発表される場合には、横断的整理を読んでいて、詳しく知りたいな

と思ったときにそこをクリックすると、本文ですとか被害想定に飛べるようになるとすばらしい

と思いました。紙では無理だと思うのですけれども、デジタルでもしもそれができたら、読み手

にとっては大変ありがたいと思います。無理なことを言っていますでしょうか。すみません。余

力があればお願いしたいと思いました。よろしくお願いします。 

 以上です。 

○ありがとうございます。 

 余力がなくてもぜひ実現を。フロー図のほうからも、このチャートのほうからも、両方から本

文に行けるようにすることがこれからすごく大事なので、ぜひみんなで頑張って実現できればと

思います。 

 ●●委員からも、できないようだったらやれ、やれと言い続けていただけると、まだ時間は多
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分あると思いますから、ぜひお願いいたします。 

○よろしくお願いします。 

 続きまして、●●委員、お願いいたします。 

○ありがとうございます。 

 ４点あります。 

 １点目ですが、まずタイムラインについて、もう少し時間の幅を長く持たせたほうがいいので

はないかと思います。応急段階が１週間で復旧段階が１か月ぐらいとありますが、復旧段階とい

うのはおおむね仮設住宅に入居するタイミング、すなわち災害救助法が適用されている期間と考

えると、ここはもう少し長い期間として整理していただくとよいと思いました。 

 ２点目の主体整理のところで、外国人を入れていただいているのは大変よいものの、どちらか

というと外国人観光客に焦点が当てられており、在留外国人の話があまり書かれていないように

見えました。現在300万人を超す在留外国人が日本におり、増加の傾向にあるので、在留外国人も

含めていただくとよいと思います。 

 そして、３点目については、大都市の中心市街地ですとか海抜ゼロメートル地帯を出していた

だいている中で、避難生活のところで医療リソースの不足を記載していただいておりますが、医

療リソースだけではなくて、先ほど●●委員もおっしゃられた外部の支援も含まれるのではない

かと思います。保健、福祉支援やボランティアもありますし、専門職の支援としては捜索救助、

自治体の職員支援、ここに外部支援みたいな形で様々な関係する人を入れていただくのがよいと

思います。 

 最後、４点目なのですが、同じく大都市にしろ、地方にしろ、復旧・復興の足かせになるのが

土地確保です。どこも土地が十分ではなくて、それが仮設住宅建設ですとか復興住宅の建設に影

響を及ぼしています。事前のまちづくりが事前の復興計画を含む形で十分行われていないので、

そういう点も含めて御検討いただくとよいと思います。 

 以上です。 

○どうもありがとうございます。 

 ４点いただきまして、まず期間はおっしゃるとおりで、これは規模が小さな災害をイメージし

た期間になっているような気がしますから、南海トラフ巨大地震の場合にはこの期間はもう少し

幅があるような気がしますね。 

 それから、復興段階というのも、１か月というのもあるし、それから、本当に日本が弱くなっ

ていくということも考えると、年単位の状態も見ないといけないような気がしますので、●●委

員のおっしゃった今の視点は大事だと思います。 

 それから、外国人のところに在留外国人、これからどんどん増えるので、これも大事だと思い

ます。 

 それから、外部支援者は私も何となく感じていて、NPOとかボランティアも含めた外部支援者を

主体にしたものが何か１つあったほうが本当はいいかなと。主体の中に外部支援者という主体と

か、あるいは企業とか、何かあると、その人たちが主体になって見てくれて対策をしてくれるの
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で、これも無理は言いませんけれども、主体のところが膨らんでいくと多分よいだろうという気

もいたします。 

 それから、土地の問題もおっしゃるとおりですから、このあたり、少し事務局のほうで取り込

めるものは取り込んでいただければと思います。 

 ●●委員、そんなのでいいでしょうか。 

○はい。よろしくお願いします。 

○ありがとうございます。 

 それでは、●●委員、お願いします。 

○●●です。 

 外国人について取り上げていただいて、ありがとうございました。先ほど●●委員もおっしゃ

ったように、来日している一時的に滞在している外国人だけではなく、やはり非常に数が増えて

いる在留外国人についても触れていただきたいと思います。 

 今、チャットのほうに入れたのですけれども、このページの右半分ですね。今、物資と食料、

それから、衛生となっていますが、むしろ外国人の方々にとって大問題なのは、チャットにも書

きましたように、まず一つが情報ですね。事態が正確にできないこと。２番目に移動できない。

つまり、交通の問題。３つ目は、食料や物資などの支援や供給が言語障壁によって受けられない

ということになります。 

 右半分の事項はそれに着目して整理してはどうかということで、提案を書かせていただきまし

た。情報、交通、支援、医療というような分け方でいかがかなと思いまして、提案を書かせてい

ただきましたので、御覧いただければと思います。来日・在留という形で分けて書いております。 

 以上です。御覧いただければと思います。 

○では、これを踏まえて事務局のほうで検討いただきます。どうもありがとうございます。 

 そのほか。 

 ●●委員、お願いします。 

○●●です。 

 全く全部見られていない状態なのですけれども、３点あります。 

 まず１点目が、被害の様相はそれなりに整理されているのですけれども、従来の対応システム

の改善で済む程度の状況なのか、あるいは抜本的に新たなシステムが必要なぐらいの被害量なの

かという峻別をしてもいいかなと感じました。 

 それから、２点目が、大都市の中心市街地の様相の中で、市街地の火災について触れていない

ような気がするのです。輪島市の方々はすごく小さな規模の火災で、あれをはるかに上回る阪神・

淡路大震災のときのような被害が想定されているので、きちんと記述すべきだと思いました。 

 それから、３点目が、これも大都市なのですけれども、医療リソースが不足するとあるのです

が、これは前にこのワーキンググループでしゃべったような気もしなくもないのですけれども、

医療のリソース、病院のリソースそのものも不足するし、あと、搬送手段が全く足りていないの

ですよね。なので、これなどは多分抜本的な新しいシステムが必要になるのではないかなと想像
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しています。 

 以上、気づいたところ３点です。 

○ありがとうございます。 

 最初の考え方を大転換しなくてはいけないことが多々ありそうな気もするので、それはここの

シナリオというよりは、発想の転換というような感じで、どこかで報告書として記述するという

方向かもしれないです。 

 それから、火災のことはおっしゃるとおりなので、これは少し記述が必要ですよね。 

 最後の医療の話は本当に全然苦しいので、今、船舶医療の検討もされているので、そういった

検討も併せながら、医療として非常に具合が悪いところはどこかということは、医療の外側の目

でもう一度検討があったほうがいいかもしれないなと思います。ただ、●●委員、医療の問題は

相手がでか過ぎるので、課題としてまでかもしれないですし、踏み込めるところがどこまでかは

検討しないといけないのだと思います。これは事務局のほうでどこまで踏み込めるか一度検討い

ただけるといいかなと思います。 

 ●●委員、そんな感じでいいですか。 

○あと一点言い忘れました。すみません。 

 石油コンビナートとか工業地帯なのですけれども、こういう装置系の産業は装置が壊れた途端

に復旧を諦めるという時代のような気もするのですよね。なので、復旧しない、復旧ができない

ということを想定したほうがいいような気がしました。 

○ただ、製油所、油槽所を復旧しないわけにはいかないので、国の力を使ってでも何とかすると

いう選択になるのかもしれないので、そういった想像力もちゃんと書いておくということですか

ね。 

○そうですね。 

○ありがとうございます。 

 それでは、●●委員、お待たせしました。 

○ありがとうございます。 

 いくつかは既に各委員が述べられたので、１点だけ報告したいと思います。タイムラインの整

理の中で今回まとめていただいて、大分整理ができたかと思うのですけれども、復旧段階の中に

は応急復旧と本格的復旧がありまして、応急は中心としては仮設住宅など、まずは生活ができる

ようにと思います。本格的復旧の中には、戻すということではなくて、今回南海トラフ地震では

戻さないという計画も含めて実施するというところがあるかと思います。その整理を復旧の段階

で入れるということと、あとは今回の資料の中で復興段階と書いてあるところに大分本格的復旧

に重なるような中身が多いのではないかなという印象を受けました。復興は今までの生活または

地域とは全く別の次の備えでありますので、そこを整理いただければと思います。 

 以上です。 

○ありがとうございます。 

 復旧・復興の考え方のところの整理を少ししていただいて、本格復旧というキーワードを入れ
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るかどうかも含めて検討いただければと思います。その場合は復興をもっと後ろに持っていくと

いうことをしないといけないので、よろしくお願いします。 

 それでは、●●委員、お願いします。 

○前回のフローと今回整理していただいたシナリオに関しては、これまでの議論の総括だと思っ

てお聞きしていました。つまりは、個別のテーマに関して何が課題になるのか、あるいはこの10

年間何をなし得たのかというのはこれまで十分に議論してきた問題でして、それをこういうふう

なシナリオの形に落とし込んだのが今回だと思うのです。そういう意味では、今回新たに登場し

てきた話題というのはないはずで、これまでの議論の中のエッセンスがうまくここに表現できて

いるかどうかをチェックしているのだと私は思っているのです。 

 そういう意味でいくと、委員のどなたかがぽちっと押したらそこに飛べるようにしてください

とおっしゃっていましたけれども、まさにそれが非常に重要でして、私がこれを今日見たときに

感じたのは、この10年間の整理、ここまで対策が進んでいましたよねというところの議論は、こ

のシナリオの中のどこに入っているのかが分かりづらかったのです。つまり、ここに書かれてい

るようなシナリオは10年前と同じような内容になってしまうのではないかなと。今回10年間でい

ろいろな取組が進んだ部分もありますので、その議論は、第十何回だったかな。何回か前に数字

も示しながら議論がありましたけれども、いずれにしても、これまでできたこと、これから先ま

だまだ課題になること、これまでの議論の集約が今日のこのシナリオだと考えると、抜け漏れ落

ちがないかどうかということを今回チェックしているのだと私は受け止めています。その点で、

この10年間の成果の部分がこのシナリオでは十分表現できていないのではないかなというのが気

になりました。 

 以上です。 

○ありがとうございます。 

 シナリオに反映できるのか、フローなのか。フローのほうが反映しやすいかもしれないですね。

一度今の御意見は頭の中に入れていただいて、事務局としてどう対処できるか、頭をひねってい

ただければと思います。よろしいですか。 

 それでは、●●委員、お願いします。 

○皆さんの意見を聞いていて事務局が困っているので、あまり困らせないようにと思ったのです

が、まずタイムラインで、やはり何人かの委員が言われたように72時間とか３日というのが重要

です。救命救急に人が動かなければいけない時間をやはり明示する。これは24時間で１日と１週

間と１か月と１か月以降というのはきりがいいので、これは変えなくてもいいですけれども、や

はりどこかに３日とか72時間を明示したほうがいい。その間は基本的に全ての国民は自力で生き

延びなければいけないというメッセージが必要で、生き埋めになった人とか大けがした人は救命

救急を待つというメッセージが必要だと思います。 

 これは多分それほど難しくないのでできると思って、次に主体の整理というので、私たちの身

の回りというのと地方公共団体があるのですけれども、難しいですが、やはり企業とか民間、企

業という言い方がいいのか、民間団体とか、企業ですね。会社ですね。しかも、さっきどなたか
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が大企業はきちんとBCPができているとおっしゃったけれども、多くの国民は大企業の社員では

なくて、中小零細のほうが全然多いので、何となくそういう人たちをイメージするような、だか

ら、もちろん大企業も中堅企業も中小企業も３つぐらいあって、多分地域の復興・復旧をすると

きには中堅以下の小さな会社がきちんとできるということで、その人たちは最初に被災したとき

は一般市民そのものですけれども、その後に復旧・復興の中核になっていただくところがあるか

ら、それをどういう業種にするのがいいのかというのはなかなか難しいので、でも、すぐに考え

られるのは生活必需品と交通とか、いろいろそういうものがあると思いますので、そこはプロの

方の意見を聞いて、企業の人の目線で最初にどうなるか。つまり、社員の安全を確保するという

ところから、ちゃんと地域の経済を復旧するようなところが主体というので、やはり１ページぐ

らいあったほうがいいかなと思いました。 

 それから、３番目は、これは普通というか今までライフラインと言ったときに、電力、通信、

水となっているからそうなのですけれども、通信というよりは、やはり今は情報ですね。通信と

いうと、狭い意味では電話みたいな感じがするけれども、今はインターネットで、インターネッ

トも多分通信なので、テレビとは違うので、テレビは多分通信ではないのではないかなと。 

○放送ですね。 

○放送か。通信と放送は違うとどこかで習いましたが、だから、それを含めて全部、今はインタ

ーネットが多いですから、そういう概念をここにつくられるほうがよりよいかなと。内容は多分

両方入っていますけれども、そのぐらいは御検討いただきたいと思います。 

 以上です。 

○ありがとうございました。 

 いずれもそのとおりと思いますので、燃料のことについても触れられていないので、通信、放

送、それから燃料ぐらいが必要かもしれないと思います。 

 ●●委員、お願いします。 

○考え方を根本的に変えなければいけないとさっき●●委員のお話の中であったと思うのですけ

れども、それを各省庁にも意識してもらうというか、国の制度も変えないといけないことが結構

あると思うのです。 

 例えば先ほど救助の話が出たのですが、今、日本では自衛隊、警察、消防が主に救助活動を担

っているのですけれども、これを統括する役はないのです。例えばJDR、国際緊急援助隊の場合で

すと、それぞれの部隊と行動の専門家とかも含めてチームとしてどういう形でやるのかというト

レーニングをやっていたりするのです。だけれども、日本ではそれができない。だから、JDRの隊

員の方にお話を伺うと、海外でできる最高の救助活動は日本ではできないのですとおっしゃるの

です。そういう現状がまずあって、それをどうするのかということが今の段階ではできていない

ということがあります。 

 あと、今回南海トラフ地震だとかなり広いエリアが被災地域になるのですけれども、どこにど

れだけの部隊を送るのか。例えば自衛隊とか割とそもそもそういうトレーニングをされていると

思うのですけれども、多分一番弱いのは消防で、消防は基本は市町村消防で、総務省の消防庁は
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ほとんど出向組なのです。だから、市町村のレベルでしか物を考えることをやってきていない人

たちが、国全体としてどうするかというオペレーションをいきなり突きつけられるという形にな

っていると思うのです。だから、これは非常に大きい問題があるのではないかなと思います。今、

多分それが見える化されていないのではないかなと。ここに反映するのかどうかは分からないの

ですけれども、それをどこかで見えるようにしておかないとまずいのではと思います。 

 あと、これまでも市町村の体力がないという話も出てきていて、今、ここで言うところの７ペ

ージの被災自治体と受援自治体のところがあるのですが、ここにそもそも支援の人たちが来たと

しても、それを受けてそれを差配する余力がないみたいなことがあるけれども、そのあたりがま

だ見えていなかったりするのですけれども、これを今すぐどうこうするということではないので

すが、これをどこかで考えて何かしらの対策を取っていかないといけないけれども、今、これで

は見えないのではないかなと思います。 

 あと、今回外国人・旅行者は書いていただいたのですが、いわゆる要支援者とか要配慮者で、

特に障害があったり、要支援、要介護であったりという方々のことが今ここには書かれていない

のですけれども、特にこれからは人口的にかなり多い割合を占めると思うのです。その状態にな

ったときに、能登半島地震でも認知症になっているのではないかなという方々が支援が得られず

に、自立生活というか、そういう状況にもなっている方々も結構おられるという話も聞いている

のですけれども、多分これは各地で発生しますし、そのときにそれでいいのかというのも結構あ

るのではないかなと思います。なので、やはり見えていない問題がまだまだありそうだなという

ことで、そこをどう見える化するのかというところはあるのですが、そこは一つあるかなと思い

ました。 

 もう一つ、大都市の中心市街地の様相で、高層建物の継続使用が困難というのがあるのですが、

それだけの大量の人たちが地域に出てきたというか地べたに出てきて、避難所に入りきらない問

題が多分あって、これは避難所がいっぱいになると書いてあるのですけれども、多分外に出さな

いといけないというオペレーションが発生しそうなのですよね。そういうのも見えたほうがいい

のかなと思いました。 

 あと、さっき要支援者の話をしたのですが、主体は本当にいろいろあると思うのですけれども、

全部を網羅することはできないと思うのですよ。そのときにこういうシナリオを踏まえて、これ

はこの先の話なのか、ここから派生した話か分からないのですが、それぞれの主体が自分たちで

自分たちはどうなるかというのを考えるようなワークシートとか、そういうのにつながっていく

と、その後の話につながっていくのかなと思いました。 

 以上です。 

○ありがとうございます。 

 最後のワークシートを作るというのが一番大事かなと思って私は聞いていたのですけれども、

みんながワークシートを作れるように促していくということにしないといけないのだと思います。 

 今、たくさんおっしゃったと思うのですが、救助の問題だけではなくて、医療も、それから、

危険度判定と被害認定の話とか、それぞれ異なる人たちがよく似た仕事をしていて、それを各省
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庁がそれぞれのやり方でやっているので、南海トラフ地震のように全くリソースが足りなくなっ

たときに、それをどうやって一緒にやれる仕組みをつくっておくかというのが肝なので、今の●

●委員の御指摘は、シナリオで書くのか、あるいは報告書本体にそういうことをきちんとやりま

しょう。平時からそれができていないといざというときにできないので、いざというときには、

今度はみんなが集まるスペースがないとそういう議論ができないので、現対本部にするのかどう

か分かりませんが、いずれにせよ、みんなが一堂に集まって調整ができるというようなことを平

時と災害時併せて考えなさいというような御指摘であると思います。 

 要支援者の問題は、１つずつやり始めると多分事務局として相当大変になるから、外国人の方々

の話を書くときに、要支援者の方々はこれをベースに類推して考えてみたらどうでしょうとか、

企業も１つの職種だけでは書けないけれども、それを例に別の企業も考えてみましょうとか、そ

ういう形でワークシート的なものがあると、今の●●委員の御指摘は受け止められるかなと思い

ました。 

 それから、市町村の力のなさをどこでカバーするかと言っても、県庁も力がないし、国も力が

ないということをそろそろ白状しなくてはいけなくて、誰かに頼るということは相当難しいとい

うことも含めて、みんなで取り組む雰囲気に持ち込むしかないですよね。やはり市町村が手を挙

げ、万歳してしまうとどうしようもなくなるから、頑張ってくださいと言わないわけにいかない

と思います。ありがとうございます。 

 よろしいでしょうか。 

 大体ぴったり５時になりつつあって、大事なことは一通り皆さんから御指摘いただけたような

気がしますので、今日はこういう形で終えて、次回、臨時情報のアンケートの結果がおそらく出

てくると思います。それまでに事務局の方が各地域に出向かれて、地域の実情もヒアリングされ

てくると思いますから、次回、今日のことも頭に置きながら、臨時情報の課題について議論がで

きればと思います。 

 ということで、事務局にマイクをお返ししたいと思います。 

 

閉 会 

 

○藤本（事務局） 福和主査、また、委員の皆様、御議論どうもありがとうございました。 

 次回、第22回の会合でございますが、11月26日の15時からを予定してございます。御参加のほ

どよろしくお願いいたします。 

 それでは、以上をもちまして本日のワーキンググループを終了させていただきます。どうもあ

りがとうございました。 

 

―― 了 ―― 


